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第１章  総則  

（趣旨）  

第１条  この訓令は、山口県警察の鉄道警察隊について必要な事項を

定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この訓令において「鉄道施設」とは、列車、駅、線路、信号

装置等の運転保安設備、車庫、工事、変電所その他の施設をいう。  

（位置）  

第３条  鉄道警察隊は、山口市に置く。  

（派遣所の設置）  

第４条  鉄道警察隊が活動するための施設として、派遣所を設ける。  

２  派遣所の名称及び位置は、次の表のとおりとする。  

名                称  位  置  

山口県警察本部地域部地域運用課鉄道警察隊岩国駅派遣所  岩国市  

山口県警察本部地域部地域運用課鉄道警察隊新岩国駅派遣所  岩国市  

山口県警察本部地域部地域運用課鉄道警察隊徳山駅派遣所  周南市  

山口県警察本部地域部地域運用課鉄道警察隊新下関駅派遣所  下関市  

（任務及び事務）  

第５条  鉄道警察隊は、鉄道施設において、個人の生命、身体及び財

産を保護し、犯罪の予防及び検挙、事故の防止その他鉄道に係る公

共の安全と秩序の維持に当たることを任務とする。  

２  鉄道警察隊は、前項の任務を遂行するため、次に掲げる事務をつ

かさどるものとする。  

⑴   鉄道施設における警らに関すること。  

⑵   線路、運転保安設備その他重要な鉄道施設の警戒警備の実施に関  

すること。  

⑶   鉄道施設における雑踏警備の実施に関すること。  

⑷   列車への警乗の実施に関すること。  



 

⑸   列車による現金その他の物品の輸送の警備の実施に関すること。 

⑹   列車による危険物の輸送の取締りの実施に関すること。  

⑺   鉄道事故における人命の救助及び鉄道事故の防止に関すること。 

⑻   鉄道事業者その他の関係団体、機関等（以下「鉄道事業者等」と

いう。）との連絡に関すること。  

⑼   鉄道に関する統計に関すること。  

（隊長の任務）  

第６条  鉄道警察隊長（以下「隊長」という。）は、前条第１項の任

務が的確に遂行されるように所要の調整を行い、部下職員を指揮監

督する。  

（課長補佐の任務）  

第７条  鉄道警察担当課長補佐（以下「課長補佐」という。）は、隊

長を助け、第５条第２項各号に掲げる事務を統括する。  

（勤務制）  

第８条  隊員の勤務は、隊長、課長補佐及び隊長が指定する隊員に 

あっては、山口県警察に勤務する職員の勤務時間、休日及び休暇に

関する訓令（平成７年山口県警察本部訓令第１０号）第２条に規定

する通常勤務とし、その他の隊員にあっては同条に規定する毎日勤

務又は交替制勤務とする。  

（指揮者）  

第９条  鉄道警察隊の運営に関する規則（昭和６２年国家公安委員会

規則第３号）第５条第１項に規定する指揮者は、警部補又は巡査部

長の階級にある隊員とする。  

２  指揮者は、当番日における責任者（以下「当務責任者」という。）

として、勤務員を指揮し、事務処理を調整する。  

（服装）  

第１０条  隊員は、勤務中は、制服を着用し、警察庁長官の定める標

章を当該制服の左襟に着装するものとする。  

２  隊員は、事件、事故等を処理するため、隊長が必要があると認め

る場合は、前項の規定にかかわらず、私服を着用することができる。 

３  隊員は、制服を着用して事務を行う場合は、別表の腕章を左上腕

部に着装するものとする。ただし、会議、打合せ、儀式等に出席す

る場合は、この限りでない。  

第２章  勤務方法  

（勤務方法）  

第１１条  隊員の基本的な勤務方法は、次に掲げるとおりとする。  

⑴   警ら  

⑵   警戒警備  

⑶   警乗  

⑷   在所  



 

⑸   立番  

（警乗）  

第１２条  列車への警乗について必要な事項は、別に定める。  

第３章  事務処理等  

（事件又は事故の処理）  

第１３条  隊員は、鉄道施設において事件又は事故が発生したときは、

初期的警察活動を行った後、その処理を当該事件又は事故の発生地

を管轄する警察署に引き継ぐものとする。  

２  事件又は事故の処理に係る基準は、別に定める。  

（逮捕又は保護に係る身柄の取扱い）  

第１４条  隊員は、列車への警乗中に被疑者を逮捕し、又は要保護者

を保護したときは、必要に応じて逮捕地又は最寄りの駅を管轄する

警察署に身柄を引き継ぐものとする。  

（被害届の取扱い）  

第１５条  隊員は、被害届を受理したときは、その処理を被害の発生

地を管轄する警察署に引き継ぐものとする。  

（拾得物の取扱い）  

第１６条  隊員は、拾得物を受理したときは、山口県警察における遺

失物等の取扱いに関する訓令（平成１９年山口県警察本部訓令第

３２号）に定めるところにより処理するものとする。  

（関係所属長との協議）  

第１７条  隊長は、前４条の規定により事務処理を行うことが困難と

認められる場合は、関係所属長と協議の上、処理するものとする。  

（緊急配備の実施）  

第１８条  課長補佐は、緊急配備の実施について指令を受けたときは、

山口県警察の緊急配備に関する訓令（昭和４６年山口県警察本部訓

令第９号）第１７条に定める措置を講じなければならない。  

第４章  運営管理  

（資料の収集及び整理）  

第１９条  鉄道警察隊は、鉄道施設、鉄道運輸等に関する資料その他

鉄道警察隊の事務に必要な資料を収集し、活用することができるよ

うに整理しておかなければならない。  

（教養）  

第２０条  隊長は、毎月１回招集日を決め、教養を実施するものとす

る。  

（会議）  

第２１条  隊長は、毎月１回以上、幹部（巡査部長以上の階級にある

隊員をいう。）を集め、会議を開催するものとする。  

（月間活動計画の策定）  

第２２条  隊長は、月間活動計画を策定し、隊員に示すものとする。  



 

 （月間勤務計画及び当務計画の策定）  

第２３条  課長補佐は、月間勤務計画及び当務計画を策定し、隊員に

示すものとする。  

（日誌の作成）  

第２４条  隊長は、任務の遂行状況を把握するため、次の各号に掲げ

る日誌を備え、それぞれ当該各号に掲げる隊員に記録させるものと

する。  

⑴   隊日誌   課長補佐  

⑵   当務日誌  当務責任者  

⑶   勤務日誌  警部補以下の階級にある隊長  

第５章  雑則  

（連携）  

第２５条  隊長は、関係所属長、他県警察の鉄道警察隊長及び鉄道事

業者等との緊密な連携を図らなければならない。  

（その他）  

第２６条  この訓令に定めるもののほか、鉄道警察隊について必要な

事項は、別に定める。  

附  則  

この訓令は、平成１５年４月１日から施行する。  

附  則  （ 平成１５ 年４月１ ７日本部訓令第 ２１号周 南市の設置に伴 う関係訓 令の整

理に関 する訓令１３条 による改 正附則）  

この訓令は、平成１５年４月２１日から施行する。  

附  則  （ 平成 １５年９月１ ２日本部訓令第 ３１号）  

この訓令は、平成１５年１０月１日から施行する。  

附  則  （ 平成１５ 年１２月 １６日本部訓令 第３７号 山口県警察にお ける遺失 物の取

扱いに 関する訓令附則 ２項によ る改正附則抄）  

（施行期日）  

１  この訓令は、平成１６年１月１日から施行する。  

附  則  （ 平成 １６年１２月 ２４日本部訓令 第４４号 ）  

この訓令は、平成１７年１月１日から施行する。  

附  則  （ 平成 １７年９月３ ０日本部訓令第 ４１号）  

この訓令は、平成１７年１０月１日から施行する。  

附  則  （ 平成１９ 年１１月 ２７日本部訓令 第３２号 山口県警察にお ける遺失 物等の

取扱い に関する訓令附 則４項に よる改正附則抄 ）  

（施行期日）  

１  この訓令は、法の施行の日（平成１９年１２月１０日）から施行

する。  

      附  則  （ 平 成２４ 年２月２１日本 部訓令第 ２号）  

この訓令は、平成２４年４月１日から施行する。  

附  則  （ 平成２７ 年３月３ １日本部訓令第 １１号山 口県警察の組織 改編に伴 う関係



 

訓令の 整理等に関する 訓令２４ 条による改正附 則）  

この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。  

    附  則  （ 令 和４年 ３月１４日本部 訓令第１ ５号 ）  

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。  


